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第69期定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

三 信 電 気 株 式 会 社

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第15条の規定に基づき、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.sanshin.co.jp/ir/meeting/）に掲載すること
により株主の皆様に提供しております。

表紙
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連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数………………９社
会社の名称……………………SANSHIN ELECTRONICS（HONG KONG）CO.,LTD.

SANSHIN ELECTRONICS SINGAPORE（PTE）LTD.
台湾三信電気股份有限公司
SANSHIN ELECTRONICS CORPORATION
SANSHIN ELECTRONICS KOREA CO.,LTD.
SANSHIN ELECTRONICS（THAILAND）CO.,LTD.
三信国際貿易（上海）有限公司
株式会社TAKUMI
三信ネットワークサービス株式会社

非連結子会社の数……………５社
会社の名称……………………株式会社三信メディア・ソリューションズ

アクシスデバイス・テクノロジー株式会社
株式会社三信システムデザイン
三信力電子（深圳）有限公司
SAN SHIN ELECTRONICS（MALAYSIA）SDN.BHD.

非連結子会社を連結
の範囲から除いた理由………非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及
ぼしていないためであります。
なお、重要性を判断する際の利益基準については、当社及び
子会社の過去５年間の純損益の平均値を使用しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社
会社の名称……………………株式会社三信メディア・ソリューションズ

アクシスデバイス・テクノロジー株式会社
株式会社三信システムデザイン
三信力電子（深圳）有限公司
SAN SHIN ELECTRONICS（MALAYSIA）SDN.BHD.
信栄通信設備株式会社

持分法を適用しない理由……各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないため持分法の適用範囲から除外しております。
なお、重要性を判断する際の利益基準については、当社、子
会社及び関連会社の過去５年間の純損益の平均値を使用して
おります。
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３．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券…………時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法
により算定）。なお、時価のあるその他有価証券のうち、
「取得原価」と「債券金額」との差額の性格が金利の調整
と認められるものについては、償却原価法により算定して
おります。

時価のないもの
移動平均法による原価法

②　デリバティブ
時価法

③　たな卸資産
商品………………………主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
半成工事…………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
⑵　重要な減価償却資産の償却の方法

①　有形固定資産………………
（リース資産を除く）

主として定率法によっております。ただし、建物（建物附
属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備及び構築物については、定額法によっておりま
す。
なお、主な耐用年数は建物及び構築物15年～45年、その他
３年～20年であります。

②　無形固定資産………………定額法によっております。
（リース資産を除く）　　　なお、主な耐用年数は、自社利用ソフトウエア３年～５年で

あります。
③　リース資産…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。
⑶　重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率等を勘案して必要額を、貸倒懸念債権及び破産更生
債権については個別に回収可能性を勘案した回収不能見込額
を計上しております。

②　賞与引当金…………………当社については、従業員の賞与の支給に備えるため、翌連結
会計年度支給見込額のうち当期負担分を引き当てております。

③　役員賞与引当金……………当社については、役員の賞与の支給に備えるため、翌連結会
計年度支給見込額のうち当期負担分を引き当てております。
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④　株式報酬引当金……………取締役（社外取締役を除く）を対象とした業績連動型株式報
酬制度による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に
基づき、取締役に割り当てられたポイントに応じた株式の支
給見込額を計上しております。

⑷　重要な外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結会計年度末日
の直物為替相場により、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、在外子会社の純
資産の部の換算により生じる換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めており
ます。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

主として、繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約が付されている外貨建金
銭債権債務等については振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…………為替予約取引
ヘッジ対象…………外貨建金銭債権債務・外貨建予定取引

③　ヘッジ方針
当社は、為替レートの変動により当社の収益・費用又は外貨建資産・負債の価値が変動

するリスクをヘッジする目的で先物為替予約による外国為替関連のデリバティブ取引を実
行しております。これらの取引は、全て主管部署を財務部とした社内規程に則して実行さ
れており、規程に記載されてないトレーディング目的の投機的なデリバティブ取引の利用
は行っておりません。

④　ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動との間に

高い水準で相殺が行われたかどうかの評価を半期に一度以上行っております。
⑹　退職給付に係る負債の計上基準

　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込
額に基づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。なお、退職給付
債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を
それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産
の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

⑺　消費税等の会計処理
　当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
す。
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（会計方針の変更に関する注記）
　（IFRS第16号「リース」の適用）

　当連結会計年度より、一部の在外連結子会社において、IFRS第16号「リース」を適用してお
ります。本会計基準は、借手に原則として全てのリースを貸借対照表に資産及び負債として計
上することを要求するものであります。
　なお、この適用による当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響額については、軽微であ
ります。

（表示方法の変更に関する注記）
　前連結会計年度において、「流動資産」の「その他」に含めていた「未収消費税等」は、資
産の総額の100分の５を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。
　なお、前連結会計年度の「未収消費税等」は2,366百万円であります。

（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 3,868百万円
２．保証債務

銀行借入に対する債務
従業員　※ 24百万円

　　　※　従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への債務保証のうち住宅資金貸付保険
が付保されているものについては、将来において実損が発生する可能性がないため、
保証債務から除外しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発 行 済 株 式
普 通 株 式 24,281,373 － － 24,281,373
合 計 24,281,373 － － 24,281,373

自 己 株 式
普通株式(注)１，２ 5,103,188 222 2,300 5,101,110
合 計 5,103,188 222 2,300 5,101,110

（注）１　当連結会計年度期首及び期末の自己株式には、取締役（社外取締役を除く）を対象と
する業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式が含まれております。
（当連結会計年度期首　139,000株、当連結会計年度末　136,700株）

２　普通株式の自己株式の株式数の増加・減少の内訳は、次の通りであります。
単元未満株式の取得による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　     222株
業績連動型株式報酬制度に係る取締役の退任による株式交付による減少　 2,300株

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 1 9 年 ６ 月 2 1 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,062 55 2 0 1 9年 ３ 月3 1日 2019年６月24日

2 0 1 9 年 1 1 月 ５ 日
取 締 役 会 普通株式 289 15 2 0 1 9年 ９ 月3 0日 2019年12月２日

（注）１　2019年６月21日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、取締役（社外取締
役を除く）に対する業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対する配
当金7百万円が含まれております。

２　2019年11月５日開催の取締役会決議による配当金の総額には、取締役（社外取締役を
除く）に対する業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対する配当金
2百万円が含まれております。

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決 議 株式の
種類

配当金の
総額
(百万円)

配 当 の
原 資

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2020年６月
26日定時株主
総会（予定）

普通株式 1,062 利益剰余金 55 2020年３月31日 2020年６月29日

（注）　2020年６月26日開催の定時株主総会による配当金の総額には、取締役（社外取締役を除
く）を対象とする業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対する配当
金7百万円が含まれております。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また、資金

調達については主に銀行借入による方針であります。デリバティブは、為替の変動リ
スクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。ま

た、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為
替の変動リスクに晒されております。顧客の信用リスクに関しては、社内規程に従い、
取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的
に把握する体制としております。また、為替の変動リスクに関しては、そのリスクを
軽減するために、主に対象となる外貨建て取引について必要とされる実需の範囲内で
先物為替予約を利用してヘッジしております。

投資有価証券は主に債券や業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変
動リスクに晒されておりますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告されてお
ります。

営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年以内の支払期日であります。
また、その一部には、海外からの輸入等に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リ
スクに晒されておりますが、リスクを軽減するために、主に対象となる外貨建て取引
について必要とされる実需の範囲内で先物為替予約を利用してヘッジしております。

借入金は、主に営業取引に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の
変動リスクに晒されておりますが、当社グループでは資金余剰時に機動的に借入金を
返済できるように返済期日を分散して管理しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に従って行
っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、
格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループで
は、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り
込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
もあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
通りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含
まれておりません（（注）２をご参照下さい）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）（＊1）

時価
（百万円）（＊1）

差額
（百万円）

⑴　現金及び預金 18,443 18,443 －
⑵　受取手形及び売掛金 24,074 24,074 －
⑶　電子記録債権 4,317 4,317 －
⑷　未収入金 44 44 －
⑸　未収消費税等 3,900 3,900 －
⑹　投資有価証券 2,308 2,308 －
⑺　支払手形及び買掛金 (14,039) (14,039) －
⑻　短期借入金 (14,953) (14,953) －
⑼　未払法人税等 (162) (162) －
⑽　デリバティブ取引（＊2） 18 18 －

（＊1）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（＊2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金、⑶　電子記録債権、⑷　未収入金、⑸　
未収消費税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

⑹　投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格
又は取引金融機関等から提示された価格によっております。

⑺　支払手形及び買掛金、⑻　短期借入金、⑼　未払法人税等
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。

⑽　デリバティブ取引
　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき時価を算定しております。な
お、為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛
金と一体として処理されているため、その時価は、当該売掛金及び当該買掛金の時
価に含めて記載しております。

２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　非上場株式（連結貸借対照表計上額206百万円）については、市場価格がなく、時
価を把握することが極めて困難と認められることから、「⑹　投資有価証券」には含
めておりません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 2,188円84銭
１株当たり当期純利益 75円66銭

（注）　株主資本において自己株式として計上されている取締役（社外取締役を除く）を対象と
する業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の
算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当連結会計年度
136千株）。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控
除する自己株式に含めております（当連結会計年度137千株）。

（重要な後発事象に関する注記）
　（主要取引先との特約店契約解消）

　当社の主要取引先であるルネサスエレクトロニクス株式会社（以下「ルネサス社」と表
記）との間で締結しておりました特約店契約を解消することになりました。

　１．契約の解消に至った経緯
　当社はこれまでルネサス社の特約店として、同社製品を販売しておりましたが、同社から
の申し入れを受け、当社内で慎重に検討を重ねた結果、同社との特約店契約を解消すること
といたしました。

　２．取引先の概要
（１）名称 ルネサスエレクトロニクス株式会社
（２）所在地 東京都江東区豊洲三丁目２番24号（豊洲フォレシア）

（３）代表者の役職・氏名
代表取締役会長　　　  　鶴丸 哲哉
代表取締役社長兼ＣＥＯ　柴田 英利

（４）事業内容 各種半導体に関する研究、開発、設計、製造、販売およびサービス
（５）資本金 22,213百万円
（６）設立年月日 2002年11月１日
（７）資本合計 623,615百万円（2019年12月31日現在）
（８）資産合計 1,667,359百万円（2019年12月31日現在）
（９）大株主及び持株比率 株式会社I N C J　32.55％（2019年12月31日現在）

（10）当社と当該会社との
関係

資本関係 該当事項はありません。
人的関係 該当事項はありません。
取引関係 同社製品の仕入及び販売。
関連当事者への該当状況 該当事項はありません。
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　３．取引の内容

取引の種類
ルネサス社製品に係る売上高※

（2020年３月期）
当社の連結売上高に占める割合

（2020年３月期）

ルネサス社製品の仕入及び販売 13,928百万円 11.3％

　※下記「４．特約店解消予定日」以降もルネサス社製品の取り扱いを継続する一部顧客向
けの売上高は除いております。

　４．特約店契約解消予定日
　2020年６月30日を予定しておりますが、解消予定日以降も、一部顧客についてはルネサ
ス社製品の取り扱いを継続することにつき同社と合意しております。

（追加情報）
　（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

　当社は、当社取締役（社外取締役を除く）の報酬と当社の株式価値の連動性をより明確に
し、取締役が株価上昇によるメリットを享受するのみならず、株価下落リスクをも負担し、株
価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価
値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、取締役に対する業績連動型株式報酬制度
を導入しております。

⑴取引の概要
　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社の取
締役に対し、当社の取締役会が定める株式交付規程に従って経営指標に関する数値目標の達
成度等に応じて付与されるポイントに基づき、信託を通じて当社株式を交付する業績連動型
株式報酬制度であります。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締
役の退任時です。
⑵信託に残存する自社の株式
　信託が保有する当社株式の信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く）は、当連結会
計年度195百万円で、株主資本において自己株式として計上しております。

　また、当該株式の期末株式数は、当連結会計年度136千株、期中平均株式数は、当連結会計
年度137千株であり、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。

－ 9 －

連結注記表



2020/06/02 9:55:39 / 19596634_三信電気株式会社_招集通知（Ｆ）

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

・関係会社株式………………………移動平均法による原価法
・その他有価証券

時価のあるもの…………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部
純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）。なお、時価のあるその他有価証券のうち、
「取得原価」と「債券金額」との差額の性格が金利の
調整と認められるものについては、償却原価法により
算定しております。

時価のないもの…………………移動平均法による原価法
②　デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法
③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品…………………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・半成工事……………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産………………………

（リース資産を除く）
定率法によっております。
ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年
４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は建物15年～45年、構築物15年
～40年、工具器具備品４年～20年であります。

②　無形固定資産………………………定額法によっております。
（リース資産を除く）　　　　　　なお、主な耐用年数は、自社利用ソフトウエア５年で

あります。
③　リース資産…………………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。
⑶　引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい
ては貸倒実績率等を勘案して必要額を、貸倒懸念債権
及び破産更生債権については個別に回収可能性を勘案
した回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………………………従業員の賞与の支給に備えるため、翌期支給見込額の
うち当期負担分を引当てております。
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③　役員賞与引当金……………………役員の賞与の支給に備えるため、翌期支給見込額のう
ち当期負担分を引当てております。

④　株式報酬引当金……………………取締役（社外取締役を除く）を対象とした業績連動型
株式報酬制度による当社株式の交付に備えるため、株
式交付規程に基づき、取締役に割り当てられたポイン
トに応じた株式の支給見込額を計上しております。

⑤　退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており
ます。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付
見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用はその発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）にて定額法により按分し
た額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に
よる定額法により按分した額を発生の翌事業年度から
費用処理しております。

⑷　外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。

⑸　ヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約が

付されている外貨建金銭債権債務等については振当処
理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段…………………………為替予約取引
・ヘッジ対象…………………………外貨建金銭債権債務・外貨建予定取引

③　ヘッジ方針…………………………当社は、為替レートの変動により当社の収益・費用又
は外貨建資産・負債の価値が変動するリスクをヘッジ
する目的で先物為替予約による外国為替関連のデリバ
ティブ取引を実行しております。これらの取引は、全
て主管部署を財務部とした社内規程に則して実行され
ており、規程に記載されていないトレーディング目的
の投機的なデリバティブ取引の利用は行っておりませ
ん。

④　ヘッジの有効性評価の方法………ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段の
キャッシュ・フロー変動との間に高い水準で相殺が行
われたかどうかの評価を半期に一度以上行っておりま
す。
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⑹　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 3,565百万円
⑵　保証債務

銀行借入に対する債務
従業員　※ 24百万円
台湾三信電気股份有限公司 2,175百万円

（19,992千米ドル）
計　2,199百万円

仕入債務
SANSHIN ELECTRONICS(HONG KONG)CO.,LTD. 83百万円

（765千米ドル）
台湾三信電気股份有限公司 819百万円

（7,534千米ドル）
計　　903百万円

※　従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への債務保証のうち住宅資金貸付
保険が付保されているものについては、将来において実損が発生する可能性がな
いため、保証債務から除外しております。

⑶　関係会社に対する金銭債権債務
①　短期金銭債権 4,621百万円
②　短期金銭債務 361百万円
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５．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

①　売上高 44,538百万円
②　仕入高等 3,200百万円
③　営業取引以外の取引高 435百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当 事 業 年 度 末
株 式 数 （ 株 ）

普通株式（注）１,２ 5,103,188 222 2,300 5,101,110
（注）１　当事業年度期首及び期末の自己株式には、取締役（社外取締役を除く）を対象とする

業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式が含まれております。
（当事業年度期首　139,000株、当事業年度末　136,700株）

２　普通株式の自己株式の株式数の増加・減少の内訳は、次の通りであります。
単元未満株式の取得による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　222株
業績連動型株式報酬制度に係る取締役の退任による株式交付による減少　2,300株
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７．税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金繰入限度超過額 148百万円
商品評価損損金不算入 186百万円
役員退職慰労長期未払金損金不算入 25百万円
退職給付引当金 33百万円
投資有価証券評価損損金不算入 216百万円
社内システム自社開発費用損金不算入 40百万円
税務上の繰越欠損金 118百万円
その他 79百万円

繰延税金資産小計 847百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 －百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △442百万円

評価性引当額小計 △442百万円
繰延税金資産合計 405百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △146百万円
その他 △0百万円

繰延税金負債合計 △147百万円
繰延税金資産の純額 257百万円

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.1％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.4％
外国源泉税 1.0％
住民税均等割額 1.7％
評価性引当額の増減 △18.5％
その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.6％
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８．関連当事者との取引に関する注記

種 類 会 社 の 名 称
議 決 権 等
の 所 有
(被 所 有 )
割 合 (％ )

関連当事者との関係 取引の内容 取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)

子会社 SANSHIN ELECTRONICS
（HONG KONG）CO.,LTD.

所有
直接 100

当社及び当該会社が
販売する商品の一部
を相互に供給

商品の販売 16,295 売 掛 金 1,289

子会社 SANSHIN ELECTRONICS
SINGAPORE（PTE）LTD.

所有
直接 100

当社及び当該会社が
販売する商品の一部
を相互に供給

商品の販売 6,170 売 掛 金 898

子会社 台湾三信電気股份
有限公司

所有
直接 100

当社及び当該会社が
販売する商品の一部
を相互に供給

商品の販売 20,736 売 掛 金 1,950

債務保証
（注）２ 2,995 － －

（注）１　価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。
２　台湾三信電気股份有限公司の銀行借入等に対して債務保証を行ったものであります。
３　上記の取引金額には、消費税は含まれておりません。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,637円81銭
⑵　１株当たり当期純利益 51円17銭

（注）　株主資本において自己株式として計上されている取締役（社外取締役を除く）を対象と
する業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式を、１株当たり純資産額の
算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に含めております（当事業年度136
千株）。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除す
る自己株式に含めております（当事業年度137千株）。

10．重要な後発事象に関する注記
　（主要取引先との特約店契約解消）

　当社の主要取引先であるルネサスエレクトロニクス株式会社との間で締結しておりました
特約店契約を解消することになりました。詳細な情報は、「連結注記表　重要な後発事象に関
する注記」に記載の通りです。

11．追加情報
　（取締役に対する業績連動型株式報酬制度）

　当社は、当社取締役（社外取締役を除く）を対象とする業績連動型株式報酬制度を導入して
おります。詳細な情報は、「連結注記表　追加情報」に記載の通りです。
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